
あなたのアイデアで幸せあふれるまちに

募集期間 ４月８日（月）～６月28日（金）

トップページ ⇒ 市政 ⇒ 市民協働

⇒ 市制施行７０周年市民提案事業

大竹市市民生活部自治振興課
TEL：0827-59-2142 FAX：0827-57-2503
E-mail：jichishinko@city.otake.hiroshima.jp
（※申請の際は、自治振興課に直接ご持参ください）

大竹市は、令和６年９月１日に市制施行70周年を迎えます。

この記念すべき日を、市全体で盛り上げ、ふるさと大竹への愛着

心を育み、みんな楽しく幸せに暮らせるまちにするため、市民の

皆さんからの提案による、さまざまな記念事業を募集し、助成金

を交付します。

ふるさと大竹を盛り上げよう！

まずは自治振興課にご相談ください
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交付決定日から令和７年３月31日（月）までに、原則として、市内において実施

し、完了する事業で、事業名に「大竹市制施行70周年」を掲げた次のいずれかに該

当する事業。

① 大竹市制施行70周年を周知する事業

② 大竹市まちづくり基本構想に掲げる「未来にあふれる８つの幸せ」の実現に向け

た事業

１ 対象事業（要綱第３条第１項）

「未来にあふれる８つの幸せ」

何十年先の未来でも実現していたいまちの姿

水と緑に囲まれ心地よい空気に満ち、多くの人が訪れてい

ます。人と自然が共存し、豊かな恵みによって暮らしが営ま

れています。

あたたかさに包まれ、笑顔があふれています。

みんなで見守り、支え合い、自分らしい生き方ができていま

す。

商工業が活気にあふれ、まちがにぎわっています。やりが

いにあふれ、誰もが充実感を持って過ごしています。

子育ての喜びに包まれながら、子どもたちが健やかに育っ

ています。

保健・医療・福祉が充実し、住み慣れた地域で安心して暮ら

しています。

道路や交通機関など暮らしに必要なものが整い、住みやす

さを感じられます。犯罪や事故の少ない安全な暮らしが守

られています。

まちの歴史を大切にし、新たな文化を育んでいく気概に満

ちています。誰もが大竹への愛着と誇りを持ち、心豊かに

生活しています。

教育が充実し、大竹で生まれ育った多くの人たちが広く社

会で活躍しています。学び、挑戦し、成長できる環境の中

で、誰もが輝いています。

豊かな自然と
共存できる幸せ

笑顔と優しさに
包まれる幸せ

子どもが健やかに

育つ幸せ

生涯安心して

暮らせる幸せ

安全で快適に

過ごせる幸せ

大好きなまちで
生きられる幸せ

学び，成長
できる幸せ
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※対象外の事業（要綱第３条第２項）

３人以上で、市内を中心に活動する団体（代表者及び会則等を定めている）であること。

※応募できない場合（要綱第５条第２項）

２ 対象団体（要綱第５条）

３ 対象経費（要綱第４条）（別表第１）

費 目 対象経費

報償費
催事などの講師、アドバイザー、出演者など、または調査・研究を行う専門家などへ

の謝礼、賞状・記念品に要する費用など

旅 費 外部講師・出演者・スタッフなどの活動場所までの交通費や宿泊費など

需用費
機材・資材などの購入費、チラシ・ポスター・報告書などの印刷製本費、消耗品費な

ど

役務費
切手代などの通信運搬に係る経費、保険料、報償費以外で人的サービスの提供をうけ

るもの（通訳料、翻訳料、原稿料、警備料など）

使用料

賃借料
会場使用料、車両・機械などの賃借料など

その他経費 その他市長が必要と認める経費

【いずれかにあてはまる場合は、対象外です】

① 不当な利益を得るために利用されるおそれがあるもの

② 法令及び公序良俗に反するもの

③ 特定の政治、思想、宗教などの活動に利用されるおそれがあるもの

④ 市の品位を損ね、または正しい理解を妨げるもの

⑤ 市の信用を失墜させ、または損害を与えるおそれがあるもの

⑥ 助成金が、団体またはグループそのものの運営経費に充てられ、事業性がないもの

⑦ 国、地方公共団体（本市を含む。）、または民間の助成団体などが実施する他の財政

的支援制度の対象となっているもの

⑧ その他承認することが不適当と認められるもの

【団体または団体の構成員がつぎのいずれかに該当する場合は、応募できません。】

① 大竹市暴力団排除条例（平成２４年大竹市条例第３号）第２条第１～３号に規定する

者又はこれらの者と密接な関係を有する者であるとき。

② 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）第

５条第１項に規定する処分を受けている者またはその団体若もしくはその構成員の統

制下にある団体であるとき。

③ 法令及び公序良俗に反する者または団体であるとき。

④ 政治活動や宗教上の教義を広める活動を主たる目的とする者または団体

（提案事業の内容が主として政治活動や宗教上の教義を広めることを目的としている

場合に限る。）

⑤ 営利活動を主たる目的とした者または団体

（提案事業の内容が主として営利を目的としている場合に限る。）
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次の経費は助成金の交付対象となりません。

このほかにも交付対象としていないものがあります。

・「現金」「換金性の高いもの（商品券・旅行券・図書券など）

・ポイント割引や値引き兼、商品券を使用し支払いをしたもの

・団体の構成員への謝礼、実費ではない交通費

・賞状や記念品の配布等が主目的となる事業

○ 次の書類を作成の上、募集期間中（令和６年４月８日（月）から６月２８日（金）

まで）に大竹市自治振興課窓口へ提出してください。（期限日必着）

○ 申請書の様式は、大竹市ホームページからダウンロードできます。

〇 各書類の記載方法は、７ページ以降の記入例をご確認ください。

＜申請時の提出書類＞

○ 提出された申請書等の書類次の審査基準により審査して、交付の適否を決定します。

■審査基準

※ 評価が全て〇の場合、交付を決定します。

４ 申請方法（要綱第６条）

１ 提案申請書（様式第１号） ４ 団体の会則、規約等（任意様式）

２ 事業計画書（様式第２号） ５ 団体の名簿（任意様式）

３ 収入支出予算書（様式第３号）

５ 審査・交付決定（要綱第７条）（別表第2）

評価項目 審査基準 評価

１ 事 業 要 件

【要綱第３条第１項各号に掲げる要件に該当するか】

P１ 対象事業にあてはまるか。
○ ・ ×

【要綱第３条第２項各号に掲げる要件に該当しないか】

P２ 対象外の事業①～⑧のいずれかにあてはまらないか。
○ ・ ×

２ 団 体 要 件

【要綱第５条第１項各号に掲げる要件に該当しているか。】

P２ 対象団体にあてはまるか。
○ ・ ×

【要綱第５条第２項各号に掲げる要件に該当しないか】

P２ 応募できない場合①～⑤のいずれかにあてはまらないか。
○ ・ ×

３ 公益性要件
特定の団体や個人を対象としたものではなく、地域に広く利益を

もたらす事業か。
○ ・ ×

４ 実現性要件 活動計画及び予算計画が無理のない活動内容となっているか。 ○ ・ ×

① 団体の経常的な運営費 ② １件３万円以上の備品購入費 ③ 食料費

④ 家屋の賃借料及び土地の借り上げ料 ⑤ 領収書等により支出が確認できない経費

⑥ 助成金の交付の決定を受ける前に購入した経費

⑦ ①～⑥のほか。助成対象事業にかかる直接的経費と認められない経費
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・審査結果（交付または不交付）を申請団体に通知します。

・助成金交付決定後の請求等の方法は、つぎの２パターンがあり、それぞれ事務の流れ

が異なります。

１ 事業完了前に請求して受け取り（概算払い）、事業完了後に精算する。

２ 事業完了後に請求して受け取る。

○ 令和６年度中（事業実績報告を含めて令和７年3月３１日まで）に事業を完了し

てください。

〇 事業内容を変更する・中止する場合は、必ず直ちに市に報告し、指示を受けてくだ

さい。

○ 対象経費の支出について、領収書の写しがない場合は助成の対象になりません。支

払いの際は必ず領収書を徴収し、保管しておいてください。

※ 記載内容に不備のある領収書は認められません。

（領収書発行日、発行した会社の会社名と所在地、明細がないものなど）。

○ 活動時はできるだけ写真を撮影し、事業実績報告時には、その写真を提出してくだ

さい。なお、写真は市のホームページ等に掲載するので、関係者の同意をもらってお

いてください。

６ 交付対象事業交付決定の通知（要綱第７条）

７ 助成金の請求等について（要綱第１１条など）

８ 事業実施時の注意点

【事業完了前に受け取る場合】 【事業完了後に受け取る場合】

１ 概算払請求書の提出（様式第 11 号）

↓

２ 助成金を受け取る

↓

３ 事業実施

↓

４ 事業完了

↓

５ 事業報告＋概算払精算書（様式第 12号）

１ 事業実施

↓

２ 事業完了

↓

３ 事業報告

↓

４ 助成金請求書（様式第 10号）
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○ 事業が完了したときは、次の書類を作成のうえ、大竹市自治振興窓口へ提出してく

ださい。

○ 提出期限は、「事業が完了して30日以内」または「令和７年 3月３１日まで」の

うち、いずれか早い日までです。必ず期限内に提出してください。

○ 期日までに事業実績報告書が提出できないときは、助成金を交付できない場合があ

ります。

（１）概算払により、すでに助成金の交付を受けた場合

＜提出書類＞

※概算算払で受け取った助成金の額が、対象経費支出合計額を上回る場合は、

助成金の返還が必要です。（お知らせします）

（２）まだ助成金の交付を受けていない（今から請求する）場合

＜提出書類＞

※後日、市から送付される「助成金交付額決定通知書」を受け取ったら、

「助成金請求書（様式第 10 号）」を提出してください。

確認後、1ヶ月以内に指定の口座に振り込みます。

○ 事業終了後も、助成金の効果を検証するため、お問い合わせ等する場合がありま

す。ご協力をお願いします。

９ 事業実績報告、精算、請求

１ 結果報告書（様式第７号） ４ 事業の実施状況がわかるもの

（写真・チラシ・パンフレットなど）２ 収入支出決算書（様式第８号）

３ 領収書の写し ５ 概算払精算書（様式第１２号）

１ 結果報告書（様式第７号） ４ 事業の実施状況がわかるもの

（写真・チラシ・パンフレットなど）２ 収入支出決算書（様式第８号）

３ 領収書の写し

１０ その他
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Ｑ＆Ａ

Ａ．助成金に限らず、他の団体（個人も含む）からこの事業に対して財政上の支援制

度を受けている場合は、対象外です。

○ ただし，他の団体等からの支援がこの事業ではなく、別の事業に対するもので

ある場合は、対象になります。この場合、それぞれの事業の収支を明確に分ける

必要があります。自治振興課にご相談ください。

Ａ．寄付は、利益を求めない行為であるため可能です。

〇 ただし、寄付を受けても、相手方の直接の利益になる行為は行えません。

Ａ．対象経費の支払い分について、全ての領収証の写しを添付してください。

〇 Ａ４の用紙に、領収証を重ならないよう、区分ごと、もしくは領収日ごとに糊

付けしてください。

〇 「助成金以外の収入」と、「対象外経費の支出」を証明する書類の提出は必要あ

りません。団体において適切に管理してください。

Ａ．会則・規約等で、要綱第３条（交付の対象団体）及び要綱第４条（交付の対象

事業）を満たしていることを確認します。

〇「① 会の名称 ② 会の目的 ③ 役員及びその役割（会長をおくこと）④ 運営

方法（事業報告及び会計報告を行うこと） ⑤ 施行日」は定めてください。

※ 団体の人数が３名以上（市民を含む）であることは、構成員名簿で確認します。

Ａ．まずは大竹市自治振興課までご相談ください。

※ 資料などがあるとイメージがわきやすいので、できるだけご用意ください。

Ｑ１ 他の団体等から助成金をもらってもいいのですか？

Ｑ２ 他の団体等から寄付をもらってもいいのですか？

Ｑ３ 領収証の写しは、全ての支払い分が必要ですか？

Ｑ４ 会則・規約等で定めることは何でしょうか？

Ｑ５ 助成を受けたいけど，要件に該当するのかよくわからないときは？
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様式第１号（第６条関係）

令和〇年〇月〇日

大竹市制施行７０周年市民提案事業提案申請書

大 竹 市 長 様

次の事業を実施したいので、大竹市制施行７０周年市民提案事業助成金交付要綱第

６条の規定により、申請します。

なお、実施に当たっては、当該助成要綱及び各種関係法令等を遵守します。

【申請者】

住 所 大竹市小方●－●－●

団体名 □□□□□の会

代表者 大竹太郎

連絡先 T E L ：●●－●●●●

E-mail：xxxx@xxxxx.xx.xx

提案事業名
※「大竹市制施行 70 周年」を入れること

大竹市制施行70周年ザ☆盆踊り大会イン大竹

該当事業

□にチェックを

入れてください。

（複数可）

☑ 大竹市制施行 70周年を周知する事業

□ まちつくり基本構想に掲げる「未来にあふれる「８つの幸せ」」の実現に向

けた次のいずれかに該当する事業

□ ア 豊かな自然と共存できる幸せにつながる事業

□ イ 笑顔と優しさに包まれる幸せにつながる事業

☑ ウ 活気とにぎわいにあふれる幸せにつながる事業

□ エ 子どもが健やかに育つ幸せにつながる事業

□ オ 生涯安心して暮らせる幸せにつながる事業

□ カ 安全で快適に過ごせる幸せにつながる事業

☑ キ 大好きなまちで生きられる幸せにつながる事業

□ カ 学び、成長できる幸せにつながる事業

交付申請額 Ａ ２００，０００円

添付書類

☑ 大竹市制施行７０周年市民提案事業計画書（様式第２号）

☑ 大竹市制施行７０周年市民提案事業収入支出予算書（様式第３号）

☑ 団体の会則、規約等

☑ 団体の構成員名簿

助成対象事業費が２０万円を下回るときは，
その金額を記入します。ただし、今後増額は
できませんので注意してください。

あてはまるもの
すべてに☑をし
ます。
（P1参照）

記入例
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様式第２号（第６条関係）

大竹市制施行 70 周年市民提案事業計画書

団体名： □□□□□の会

提案事業名
※「大竹市制施行 70 周年」を入れること

大竹市制施行70周年ザ☆盆踊り大会イン大竹

実 施 時 期 令和６ 年５ 月～令和６ 年８ 月（開催日数：８日）

事業の目的
幅広い年齢の方が集まって盆踊りをすることで、人との交流が生まれ、大竹

市全体を活性化させる。

対 象 者
大竹市民

事 業 内 容

（どこで何をどのよう

に実施するのか、また

周知方法、スケジュー

ルなどを具体的に記入

してください）

（場所、内容・方法、周知方法、スケジュールなど。枠を広げても、別紙に記入しても可）

① 盆踊り大会に向けた練習

令和６年５月から

毎月第２・第４土曜日 １７時～１８時に盆踊りの練習を行う

練習会場 大竹市総合体育館

② 盆踊り当日（８月１日）

場所：大竹市スポーツ公園（雨天時は総合体育館アリーナ）

内容：みんなで盆踊りを行う

周知方法 広報〇月号に掲載及び市ホームページで周知する

〇〇にポスターを掲示する

チラシを配布する

事 業 費 Ｂ 215,000 円 （うち助成対象経費Ｃ 210,000 円）

記入例

屋外で実施するイベントの時は、

雨天時の対応も考慮してください。

審査基準（Ｐ３）である、

「公益的要件」（特定の団体や個人を対象としたものではなく、地域に広く利益をもた

らす事業か）

「実現性要件」（活動計画及び予算計画が無理のない活動内容となっているか）

を確認します。

広報での周知は前々月の２０日まで、

市ホームページでの周知はその都度、

いずれも原稿を自治振興課に提出し

てください。

この事業は、市民のみ

なさまのお力で実施し

て い た だ き ま す 。

市は助成金の交付と、

市広報及び市ホームペ

ージでの周知の協力を

行います。
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様式第３号（様式第６条）

大竹市制施行 70 周年市民提案事業収入支出予算書

団体名：□□□□□の会

※ Ａ（助成金額） ≦Ｃ（対象経費合計）となること

※ Ｂ（支出総合計）＝Ｄ（収入総合計）となること

事業名 大竹市制施行70周年ザ☆盆踊り大会イン大竹

収 入

区 分 内 訳 金 額

助成金 市制施行７０周年市民提案事業助成金 Ａ 200,000 円

会費

参加費

1,000 円×10人

50円×100人

10,000 円

5,000 円

収 入 総 合 計 Ｄ 215,000 円

対象経費

支 出

区 分 内 訳 金 額

需用費

役務費

使用料及び賃借料

ちらし・ポスター印刷

（ちらしＡ４サイズ５００枚

ポスターＡ２サイズ１００枚）

事務用品

封筒・セロテープなど

イベント保険料

練習７日×１０人＋当日１日×120 人

切手代

やぐら等一式レンタル（設置費込み）

会場使用料

40,000 円

10,000 円

20,000 円

5,000 円

120,000 円

15,000 円

対 象 経 費 合 計 Ｃ 210,000 円

対象外経費

支 出

区 分 内 訳 金 額

スタッフ昼食代 5,000 円

対 象 外 経 費 合 計 Ｅ 5,000 円

支 出 総 合 計（Ｃ＋Ｅ） Ｂ 215,000 円

記入例

審査基準（Ｐ３）である、

「実現性要件」（活動計画及び予算計画が無理のない活動内容となっているか）

を確認します。

助成金以外の収入を計画している場合は、ここに記入します。

（会費や参加費はあくまで一例です。）

助成金の交付対象とならない支出は、対象外経費支出欄内訳に記載してください。
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様式第７号（第９条関係）

令和〇年〇月〇日

大竹市制施行７０周年市民提案事業実施結果報告書

大 竹 市 長 様

令和６年５月２日付け大竹市指令〇〇第〇〇号で決定の次の提案事業が完了しま

したので、大竹市制施行７０周年市民提案事業助成金交付要綱第９条の規定により、

関係書類を添えて報告します。

【申請者】

住 所 大竹市小方●－●－●

団体名 □□□□□の会

代表者 大竹太郎

連絡先 T E L ：●●－●●●●

E-mail：xxxx@xxxxx.xx.xx

提案事業名 大竹市制施行70周年ザ☆盆踊り大会イン大竹

実 施 内 容

（どこで何をど

のように実施し

たのか、また周

知方法、スケジ

ュール、参加人

数などを具体的

に記入してくだ

さい）

（場所、内容・方法、周知方法、スケジュールなど。枠を広げても、別紙に記入しても可）

① 盆踊り大会に向けた練習

５／１１（１０人） ５／２５（８人） ６／８（１４人） ６／２２（２９人）

７／１３（１１人） ７／２７（１３人） ８／１０（３０人）

※総合体育館アリーナで開催（１９時～２０時） ※スタッフは毎回３名出席

※練習日の２０時～２１時にはスタッフ会議を開催した。

② 盆踊り当日（８月１１日）

大竹市スポーツ公園で開催。参加者１10名。

別紙参照

周知方法 広報５月号・市ＨＰに掲載。各支所・公民館にポスター掲示、チラシの配布、

インスタグラムでの周知。

事業の成果

（事業の実施によって、どのような成果が得られたか記入。）

盆踊りを経験したことがない小学生の親子や、地元企業の若手職員の参加があ

り、ご高齢の方に習って楽しいそうに踊っていた。

世代を超えた交流が生まれ、大竹市全体が活性化し、大竹市への愛着を深めるこ

とにつながった。

添付書類

☑ 大竹市制施行７０周年市民提案事業収入支出決算書（様式第８号）

☑ 助成対象事業に要した経費の内訳がわかる領収書の写し

☑ 助成対象事業の実施状況がわかるもの（写真・チラシ・パンフレット等）

交付決定日が５／２なので、事業開始日も、事業にか
かる支払いの日にちも、５／２から対象となります。

記入例
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様式第８号（第９条関係）

大竹市制施行 70周年市民提案事業収入支出決算書

団体名： □□□□□の会

※ Ｆ（収入総合計）＝Ｋ（支出総合計）になること

収 入

区 分 内 訳 金 額

助成金 市制施行７０周年市民提案事業助成金 Ａ 200,000 円

会費

参加費

1,000 円×９人

50円×110人

9,000 円

5,500 円

収 入 総 合 計 Ｆ 214,500 円

対象経費

支 出
事業区分 内 訳 金 額

需用費

役務費

使用料及び賃借料

ちらし・ポスター印刷

（ちらしＡ４サイズ５００枚

ポスターＡ２サイズ１００枚）

事務用品

封筒・セロテープなど

イベント保険料

練習７日×１０人＋当日１日×１２０人

切手代

やぐら等一式レンタル（設置費込み）

会場使用料

40,000 円

4,500 円

20,000 円

3,000 円

120,000 円

20,000 円

対 象 経 費 支 出 合 計 Ｇ 207,500 円

（A）－（G） Ｈ －7,500 円

市への返還金
※(A)－(G)のプラスの場合はＨと同額
※(A)－(G)がマイナスの場合は０円

Ｉ 0 円

対象外経費

支 出

事業区分 内 訳 金 額

昼食代

事務用品（コピー用紙、インク）

※交付決定日より前に購入したため

６,000円

1,000 円

対 象 外 経 費 支 出 合 計 Ｊ 7,000 円

支 出 総 合 計（Ｇ＋Ｊ） Ｋ 214,5００円

市への返還金が

生じるのは、事業

完了までに助成金

の概算払を受けた

ときのみです。

（Ｐ５ ９（１））

概算払を受けず

に事業を完了した

場合は、ＡとＧの

うち少ない金額が

交付決定額となり

ます。

（Ｐ５ ９（２））

記入例

助成金以外の収入がある場合は、ここに記入します。

（会費や参加費はあくまで一例です。）
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様式第１０号（第１１条関係）

令和〇年〇月〇日

大竹市制施行７０周年市民提案事業助成金請求書

大 竹 市 長 様

大竹市制施行７０周年市民提案事業助成金交付要綱第１１条第１項の規定により、

次のとおり助成金を請求します。

請求金額 ２００，０００ 円

※口座振替登録欄

【請求者】

住 所 大竹市小方●－●－●

団体名 □□□□□の会

代表者 大竹太郎 ○印

金融機関名 □□銀行

支 店 名 □□支店

預金種別 ☑ 普 通 □ 当 座

口座名義（カタカナ） オオタケ タロウ

口座番号 ●●●●●●●

○ 概算払いで助成金を受けている場合（Ｐ５ ９（１））

この請求書は提出する必要はありません。

○ 概算払いで助成金を受けていない場合（Ｐ５ ９（２））

，助成金交付額決定通知書を受け取ったら、この請求書を提出してください

記入例
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様式第１１号（第１１条関係）

令和〇年〇月〇日

※交付決定日（たとえば令和６年５月２日）またはそれ以降の日

大竹市制施行７０周年市民提案事業助成金概算払請求書

大 竹 市 長 様

令和６年５月２日付け大竹市指令〇〇第〇〇号により交付決定のあった助成金につ

いて、大竹市制施行７０周年市民提案事業助成金交付要綱第１１条第２項の規定によ

り、次のとおり請求します。

請求金額 ２００，０００ 円

※口座振替登録欄

【請求者】

住 所 大竹市小方●－●－●

団体名 □□□□□の会

代表者 大竹太郎 ○印

金融機関名 □□銀行

支 店 名 □□支店

預金種別 ☑ 普 通 □ 当 座

口座名義（カタカナ） オオタケ タロウ

口座番号 ●●●●●●●

○ 事業完了前に助成金の交付を受けたい場合は，交付決定後に，この概算払請求書を

提出してください。（Ｐ５ ９（１））

○ 概算払いの場合は，交付決定後であれば、事業が完了するまでの間、いつでも助成金

を請求することができます。

記入例
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様式第１２号（第１２条関係）

令和〇年〇月〇日

大竹市制施行７０周年市民提案事業助成金概算払精算書

大 竹 市 長 様

令和６年５月２日付け大竹市指令〇〇第〇〇で交付決定し、概算払を受けた助成金

について、大竹市制施行７０周年市民提案事業助成金交付要綱第１２条の規定により、

次のとおり精算します。

【精算者】

住 所 大竹市小方●－●－●

団体名 □□□□□の会

代表者 大竹太郎 ○印

助成金概算払受領額 Ａ 200,000 円

対象経費支出合計額 Ｇ 207,500 円

差引（Ａ－Ｇ） Ｈ －7,500 円

市への返還金

(Ａ－ＧがプラスのときはＨ＝Ｉ）

(Ａ－Ｇがマイナスのときは 0円）

Ｉ ０円

○ 概算払いで助成金の交付を受けた場合（Ｐ５ ９（１））

事業実施結果報告書（様式第７号）と一緒に，この精算書を提出してください。

記入例



大竹市制施行７０周年市民提案事業助成金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、大竹市が市制施行７０周年を迎えるに当たり、大竹市まちづくり基本構想

（以下「まちづくり基本構想」という。）に掲げる「未来にあふれる８つの幸せ」の実現に向

け、市民が提案し、かつ、市民が主体となって実施する事業（以下「提案事業」という。）に

対し、予算の範囲内において大竹市制施行７０周年市民提案事業助成金（以下「助成金」とい

う。）を交付するものとし、その申請、決定等に関しては、大竹市補助金等交付規則（昭和４

８年大竹市規則第３７号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（定義）

第２条 この要綱において「市民」とは、市の区域内に居住する者、市の区域内に所在する事業

所に勤務する者及び市の区域内に在する学校に通学する者をいう。

（助成対象事業）

第３条 助成金の対象となる提案事業（以下「助成対象事業」という。）は、第７条の規定によ

る交付決定の日から令和７年３月３１日までに、原則として、市内において実施し、完了する

事業で、事業名に「大竹市制施行７０周年」を掲げた次の各号のいずれかに該当する事業とす

る。

(１) 大竹市制施行７０周年を周知する事業

(２) まちづくり基本構想に掲げる「未来にあふれる８つの幸せ」の実現に向けた次のアからク

までに掲げるいずれかに該当する事業

ア 豊かな自然と共存できる幸せにつながる事業

イ 笑顔と優しさに包まれる幸せにつながる事業

ウ 活気とにぎわいにあふれる幸せにつながる事業

エ 子どもが健やかに育つ幸せにつながる事業

オ 生涯安心して暮らせる幸せにつながる事業

カ 安全で快適に過ごせる幸せにつながる事業

キ 大好きなまちで生きられる幸せにつながる事業

ク 学び、成長できる幸せにつながる事業

２ 前項の規定に関わらず、次の各号のいずれかに該当すると認められる場合は、助成金の対象

としない。

(１) 法令及び公序良俗に反する場合又はそのおそれがある場合

(２) 不当な利益を得るために利用されるおそれがある場合

(３) 特定の政治、思想、宗教等の活動に利用されるおそれがある場合

(４) 市の品位を損ね、又は正しい理解を妨げるおそれがある場合

(５) 市の信用を失墜させ、又は損害を与えるおそれがある場合

(６) 助成金が、団体そのものの運営経費に充てられ、事業性がない場合

(７) 国若しくは地方公共団体（本市を含む。）又は民間の助成団体等が実施する他の財政的支

援制度の対象となっている場合

(８) その他市長が適当でないと認める場合

（助成金の額及び対象経費等）

第４条 市長は、一の提案事業につき、２０万円を上限として、予算の範囲内で助成金を交付す



るものとする。

２ 助成金の交付の対象となる経費は、提案事業を実施するために直接必要な別表第１に掲げる

経費とする。

３ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる経費については、助成金の対象としない。

(１) 団体の経常的な運営費

(２) １件３万円以上の備品購入費

(３) 食糧費

(４) 家屋の賃借料及び土地の借上料

(５) 領収書等により支出が確認できない経費

(６) 第７条の規定による助成金の交付の決定を受ける前に購入等した経費

(７) 前各号に規定するもののほか、助成対象事業に係る直接的経費と認められない経費

（助成対象団体）

第５条 助成金の交付対象となる者は、次に掲げる要件を全て満たす団体（以下「助成対象団体」

という。）とする。

(１) 団体の構成員が３人以上で、代表者が明確であること。

(２) 活動が市内を中心に行われていること。

(３) 団体の会則、規約等を定めていること。

２ 前項の規定にかかわらず、団体又は団体の構成員が、次のいずれかに該当するときは、助成

対象団体としない。

(１) 大竹市暴力団排除条例（平成２４年大竹市条例第３号）第２条第１号、第２号及び第３号

に規定する者又はこれらの者と密接な関係を有する者であるとき。

(２) 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）第５

条第１項に規定する処分を受けている者又はその団体若しくはその構成員の統制下にある団

体であるとき。

(３) 法令及び公序良俗に反する者又は団体であるとき。

(４) 政治活動や宗教上の教義を広める活動を主たる目的とする者又は団体（提案事業の内容が、

主として政治活動や宗教上の教義を広めることを目的としている場合に限る。）

(５) 営利活動を主たる目的とした者又は団体（提案事業の内容が主として営利を目的としてい

る場合に限る。）

（助成金の交付申請）

第６条 助成金の交付を受けようとする団体（以下「申請団体」という。）は、大竹市制施行７

０周年市民提案事業提案申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添付して、別に定める期

日までに市長に提出しなければならない。

(１) 大竹市制施行７０周年市民提案事業計画書（様式第２号）

(２) 大竹市制施行７０周年市民提案事業収入支出予算書（様式第３号）

(３) 団体の会則、規約等

(４) 団体の構成員名簿

（助成金の交付決定）

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、別表第２で定める審査基準により助成

金の交付の適否を審査し、別表第３で定める交付決定基準に基づき助成金の交付（交付金額を

含む。）又は不交付を決定し、大竹市制施行７０周年市民提案事業助成金交付（不交付）決定



通知書（様式第４号）により、当該申請団体に通知するものとする。

（助成対象事業の変更等）

第８条 前条の規定による助成金の交付決定を受けた申請団体（以下「助成団体」という。）は、

当該助成対象事業の内容を変更し、又は中止する場合は、直ちに大竹市制施行７０周年市民提

案事業（変更・中止）承認（不承認）申請書（様式第５号）に第６条各号に掲げる書類（変更

があったものに限る。）を添えて市長に提出しなければならない。ただし、助成金の額に変更

を伴わない軽微な変更のときは、この限りでない。

２ 前項の規定による変更の場合において、助成金の増額は認めないものとする。

３ 市長は、第１項の規定による申請があったときは、その内容を精査し、変更又は中止を承認

し、大竹市制施行７０周年市民提案事業（変更・中止）承認通知書（様式第６号）により、当

該助成団体に通知するものとする。

４ 前項に規定する中止の承認があった場合において、既に助成団体が助成金の交付を受けてい

るときは、助成団体は、助成金の全部又は一部を市に返還しなければならない。

（実績報告）

第９条 助成団体は、助成対象事業が完了したときは、速やかに大竹市制施行７０周年市民提案

事業実施結果報告書（様式第７号）に、次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければな

らない。

(１) 大竹市制施行７０周年市民提案事業収入支出決算書（様式第８号）

(２) 助成対象事業に要した経費の内訳が分かる領収書等の写し

(３) 助成対象事業の実施状況が分かる写真その他の記録

(４) その他必要と認められる書類

（助成金の額の確定）

第１０条 市長は、前条の規定による報告により、助成対象事業が適切に行われたと認めるとき

は、交付すべき助成金の額を確定し、大竹市制施行７０周年市民提案事業助成金交付額確定通

知書（様式第９号）により当該助成団体に通知するものとする。

（助成金の請求等）

第１１条 前条の規定による通知を受けた助成団体は、大竹市制施行７０周年市民提案事業助成

金請求書（様式第１０号）により、市長に助成金を請求するものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、助成団体は、大竹市制施行７０周年市民提案事業助成金概算払請

求書（様式第１１号）により、助成対象事業が完了する前に概算払により助成金の交付を請求

することができる。

３ 市長は、第１項又は前項の規定による請求があったときは、当該請求書に記載された口座に

助成金を振り込むものとする。

（助成金の精算）

第１２条 前条第２項の規定により助成金の概算払を受けた助成団体は、第１０条の規定による

通知を受けた後に、大竹市制施行７０周年市民提案事業助成金概算払精算書（様式第１２号）

を市長に提出しなければならない。

２ 市長は、前条の精算書を審査し、金額に余剰が生じたときは，期間を定めてその返還を命ず

るものとする。ただし、既に交付されている助成金よりも、助成金精算額が超えたときは、既

に交付されている助成金を助成金額として確定し、超えた部分の助成金額の交付は行わないも

のとする。



（交付決定の取消し等）

第１３条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第７条の規定による助成金の交付決

定の全部又は一部を取り消すことができる。

(１) 助成対象事業が、第３条第１項各号に掲げる要件に該当しなくなったと認められるとき又

は同条第２項各号のいずれかに該当することが判明したとき。

(２) 助成団体又は当該団体の構成員が、第５条第２項各号のいずれかに該当することが判明し

たとき。

(３) 第６条の規定による申請又は助成対象事業の実施に際し、不正の行為があったとき。

(４) その他市長が決定の取消しに相当する事由があると認めるとき。

２ 市長は、前項の規定により助成金の交付決定を取り消したときは、大竹市制施行７０周年市

民提案事業助成金交付取消決定通知書（様式第１３号）により当該助成団体に通知するものと

する。

３ 市長は、第１項の規定により助成金の交付決定を取り消したときは、当該取消しに係る助成

金の返還を命ずるものとする。

（書類の保存）

第１４条 助成団体は、助成対象事業の実施に関し、必要な事業記録、金銭出納簿等を備え、当

該助成対象事業に関する全ての書類を当該助成対象事業の完了した日の属する市の会計年度の

終了後５年間保存しなければならない。

（協力）

第１５条 助成対象事業の実施に当たっては、助成団体と市が協力し合い、その円滑な実施に努

めるものとする。

（その他）

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。

（この要綱の失効）

２ この要綱は、令和７年５月３１日限り、その効力を失う。ただし、第１３条及び第１４条の

規定は、同日後も、なおその効力を有する。

（準備行為）

３ 助成金の交付に関する手続その他この要綱を施行するために必要な準備行為は、この要綱の

施行の日前においても、この要綱の規定の例により行うことができる。

別表第１（第４条関係）

対象経費区分 経費区分の内容

報償費 催事等における講師、アドバイザー、出演者等又は調査、研究等を行う

専門家等に対する謝礼、賞状又は記念品に要する費用等

旅費 外部講師、出演者、スタッフ等の活動場所までの交通費、宿泊費等

需用費 機材・資材等の購入費、チラシ・ポスター、報告書等の印刷製本費、消

耗品費等

役務費 通訳料、翻訳料、原稿料、切手代等の通信運搬に係る経費、保険料等



別表第２（第７条関係）

別表第３（第７条関係）

「市制施行70周年記念市民提案事業助成金の手引き」

（令和６年３月 大竹市市民生活部自治振興課作成

使用料及び賃借

料

会場使用料、車両・機械等の賃借料等

その他経費 その他市長が必要と認める経費

評価項目 審査基準 評価

１ 事業要件 （１） 第３条第１項各号に掲げる要件に該当するか。

（２） 第３条第２項各号に掲げる要件に該当しないか。

適（○）

不適（×）

２ 団体要件 （１） 第５条第１項各号に掲げる要件に該当するか。

（２） 第５条第２項各号に掲げる要件に該当しないか。

適（○）

不適（×）

３ 公益性要件 特定の団体や個人を対象としたものではなく、地域に広く

利益をもたらす事業か。

適（○）

不適（×）

４ 実現性要件 活動計画及び予算計画が無理のない活動内容となっている

か。

適（○）

不適（×）

交付決定基準 決定内容

別表第２の評価項目１から４までに掲げる評価が、全て適（○）の提案事業 交付

別表第２の評価項目１から４までに掲げる評価のいずれかが、不適（×）の提

案事業

不交付


